被災住宅用地に係る固定資産税の特例適用申告書
令和　　年　　月　　日

甲　斐　市　長　　様
申告者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

（納税義務者）
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　個人番号
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
震災等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地について、地方税法第３４９条の３の３に規定する固定資産税の特例の適用を受けたいので、甲斐市税条例第７４条の２の規定に基づき、下記のとおり申告します。

	①被災住宅用地
	所　　　在
	甲斐市
	地積
　　　　　㎡

	
	所有者氏名
	

	
	所有者住所
	

	②被災住宅
	所　　　在
	甲斐市
	床面積

　　　　　㎡

	
	所有者氏名
	

	
	所有者住所
	

	③被災日
	

	④被災原因
	

	⑤住宅の被害の程度
	

	⑥被災した日の後に到来する１月１日に住宅を建築できない理由


１　被災住宅用地の特例制度について

この制度は、住宅が被災により滅失・損壊したため住宅用地の特例の適用を受けなくなる土地について、一定の要件を満たす場合は、被災した日の属する年の１月１日（被災した日が１月１日であるときはその前年の１月１日）を賦課期日とする年度の翌年度分又は翌々年度分の固定資産税については、住宅用地とみなして、住宅用地の特例の対象とする制度（以下「被災住宅用地の特例」といいます。）です。
２　被災住宅用地の特例の対象について

（１）被災住宅用地の特例の対象となる災害は、震災、風水害、火災等です。

（２）被災住宅用地の特例の対象となる方は、原則として、被災前から住宅用地を
所有している方です。

（３）被災住宅用地の特例の対象となる土地は、被災前から住宅用地の特例の適用を受けた土地です。

ただし、被災後、他の用途（駐車場や店舗など）に使用しているまたは、使用する予定のある場合は、特例の対象となりません。
３　その他

（１）被災した日の翌日以後に被災した住宅の敷地であった土地を取得した場合、
その土地は、相続など一定の事情がなければ特例の対象となりません。
また、特例の対象となる土地が変わることもありますので、被災した日の翌日以後に被災住宅用地を取得した方は、税務課固定資産税担当にお問い合わせください。
（２）原則として、罹災証明書の発行は火災の場合は管轄消防署で、地震、風水害等の場合は甲斐市税務課にて発行します。
○記載要領
１　①の「被災住宅用地」の所有者は、固定資産税納税通知書に添付している課税明細書（固定資産の明細が記載された書類）に表示された納税義務者又は登記簿に記載されている所有者名を、所在地・地積は、課税明細に表示された所在地・地積又は登記簿に記載されている地番・地積を書いてください。
２　②の「被災住宅」の所有者及び所在地の記載も１と同様です。
３　③の「被災日」は、住宅が被災した日を書いてください。
４　④の「被災原因」は、地震、火災など住宅が滅失・損壊した原因を書いてください。
５　⑤の「住宅の被害の程度」は、罹災証明書に記載されている被害状況を書いてください。

６　⑥の「被災した日の後に到来する１月１日に住宅を建築できない理由」は、具体的に書いてください。　
　　例）がれき等の処理で物理的に使用することができない

　　　　経済的事情により、住宅再建までに時間が必要　等
